
               個人情報の保護に関する法律についての 
経済産業分野を対象とするガイドライン 

Ⅱ．法令解釈指針・事例 

１． 定義 

(8) 「公表」  

法第１８条第１項  

個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表し

ている場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければなら

ない。  

その他、法第１８条第３項・第４項第１号～第３号等に記述がある。  

 

「公表」とは、広く一般に自己の意思を知らせること（国民一般その他不特定多数

の人々が知ることができるように発表すること）をいう。ただし、公表に当たっては、

事業の性質及び個人情報の取扱状況に応じ、合理的かつ適切な方法によらなければな

らない。  

 

【公表に該当する事例】 

事例１) 自社のウェブ画面中のトップページから１回程度の操作で到達できる場所への掲載、

自社の店舗・事務所内におけるポスター等の掲示、パンフレット等の備置き・配布

等  

事例２） 店舗販売においては、店舗の見やすい場所への掲示によること。  

事例３） 通信販売においては、通信販売用のパンフレット等への記載によること。 

 


